
○指定建築物の建築及び指定工作物の築造に関する技術基準 
昭和５３年１２月５日 

告示第１４３号 
指定建築物に関する技術基準（昭和５０年別府市告示第１１０号）の全部を改正する。 

 
（目的） 
第１条 この技術基準は、別府市環境保全条例施行規則（昭和５０年別府市規則第３３号。以
下「規則」という。）第２０条第１項の規定に基づく指定建築物の建築及び指定工作物の築造
による生活環境の保全について、必要な条件及び基準を定めることを目的とする。 

（平２告示１４７・平１４告示１９０・一部改正） 
（駐車駐輪場施設） 
第２条 指定建築物に附属する駐車場施設は、次の各号に定める基準によりその敷地内に設け
なければならない。ただし、市長において敷地の状況、建物の用途その他の状況によりやむを
得ないと認めたときは、指定建築物の敷地以外の適当な場所に設けることができる。 
（１） 第２０条の２に定める共同住宅（以下「共同住宅」という。）にあっては、当該指定
建築物の居住予定戸数の２分の１以上の台数の自動車（道路交通法施行規則（昭和３５年総理
府令第６０号）第２条の規定による普通自動車（以下「自動車」という。））を収容できる面
積を有すること。 
（２） 共同住宅以外の用途に供する指定建築物にあっては、当該指定建築物の床面積２５０
平方ﾒｰﾄﾙ以内毎に１台の割合で算定した台数以上の自動車を収容できる面積を有すること。 
（３） 共同住宅にあっては、当該指定建築物の居住予定戸数以上の台数の自転車、ﾊﾞｲｸ等を
収容できる駐輪場を設置すること。 
（４） 前号に規定する駐輪場の面積は、１台当り１．２平方ﾒｰﾄﾙ以上とすること。 
２ 前項の規定によって設置する駐車場施設は、１台毎の区画を標示しなければならない。 

（平２告示１４７・平１４告示１９０・一部改正） 
（電波障害の回復措置） 
第３条 指定建築物の建築又は指定工作物の築造により電波障害を受ける者に対しては、当該
建築物の建築又は当該工作物の築造前に通常受信していた電界強度及び画像の状態になるま
で回復措置を講じなければならない。 

（平１４告示１９０・一部改正） 
（補則） 
第４条 この技術基準に定めるもののほか、必要な事項は、その都度市長が定める。 
附 則 
この技術基準は、公示の日から施行する。 
附 則（平成２年１０月１日告示第１４７号） 
この告示は、公示の日から施行する。 
附 則（平成１４年９月２４日告示第１９０号） 
この技術基準は、平成１４年１０月１日から施行する。 
 


